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新 旧 

第１ 基本的な事項 

 

１ 策定の趣旨 

  長野県過疎地域持続的発展計画は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第９

条及び長野県過疎地域持続的発展方針に基づき、県が過疎地域の市町村と協力して実施する

又は支援する事業について策定するものです。 

 

２ 対象地域 

  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２条第２項の規定により公示された過

疎市町村 40 市町村に、同法附則第５条及び第７条の規定による特定市町村３市村を加えた

計 43 市町村（以下「過疎市町村等」という。）を、本計画における対象地域とします。 

 

３ 計画期間 

  令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）までの５年間 

 

４ 過疎地域持続的発展の基本的な方向 

過疎対策の推進に当たって、踏まえるべき共通の視点と目指すべき方向として、次の２点

を市町村をはじめとする各関係者と共有しながら取り組みます。 

創造的で豊かな生き方が実現できる地域づくり 

 モノの豊かさよりも心の豊かさに重きを置き、自らの人生を自らデザインでき

る創造的な生活のある地域をつくります。 

 地域に今ある価値（原風景・町並み、伝統・文化等）を再認識し、高め、発信

することで、都市住民が憧れを抱く地域をつくります。 

 学びと自治の力を発揮し、「クリエイティブ・フロンティア」（これからの時代

を牽引する新しい生き方や暮らし方、価値を創造できる最先端の地域）へと価

値観の転換を図ります。 

 

確かな暮らしが営まれる地域づくり 

 人々が地域で安心して暮らし続けることができる基盤を確保します。 

 田園回帰（信州回帰）の潮流を捉え、移住・二地域居住の推進、つながり人口

の創出により、地域活動と地域の産業を支える人材を確保・育成します。 

 ＤＸの推進により、必要な生活・行政サービスを享受できる環境を整備しま

す。 

 地域にある資源を活かし、過疎地域から脱炭素（ゼロカーボン）社会を実現し

ます。 

第１ 基本的な事項 

 

１ 策定の趣旨 

  長野県過疎地域持続的発展計画は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第９

条及び長野県過疎地域持続的発展方針に基づき、県が過疎地域の市町村と協力して実施する

又は支援する事業について策定するものです。 

 

２ 対象地域 

  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２条第２項の規定により公示された過

疎市町村 36 市町村に、同法附則第５条及び第７条の規定による特定市町村４市村を加えた

計 40 市町村（以下「過疎市町村等」という。）を、本計画における対象地域とします。 

 

３ 計画期間 

  令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）までの５年間 

 

４ 過疎地域持続的発展の基本的な方向 

過疎対策の推進に当たって、踏まえるべき共通の視点と目指すべき方向として、次の２点

を市町村をはじめとする各関係者と共有しながら取り組みます。 

創造的で豊かな生き方が実現できる地域づくり 

 モノの豊かさよりも心の豊かさに重きを置き、自らの人生を自らデザインでき

る創造的な生活のある地域をつくります。 

 地域に今ある価値（原風景・町並み、伝統・文化等）を再認識し、高め、発信

することで、都市住民が憧れを抱く地域をつくります。 

 学びと自治の力を発揮し、「クリエイティブ・フロンティア」（これからの時代

を牽引する新しい生き方や暮らし方、価値を創造できる最先端の地域）へと価

値観の転換を図ります。 

 

確かな暮らしが営まれる地域づくり 

 人々が地域で安心して暮らし続けることができる基盤を確保します。 

 田園回帰（信州回帰）の潮流を捉え、移住・二地域居住の推進、つながり人口

の創出により、地域活動と地域の産業を支える人材を確保・育成します。 

 ＤＸの推進により、必要な生活・行政サービスを享受できる環境を整備しま

す。 

 地域にある資源を活かし、過疎地域から脱炭素（ゼロカーボン）社会を実現し

ます。 
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新 旧 
５ 基本目標 

  過疎地域における持続可能な地域社会の形成及び地域活力の更なる向上の実現に向け、過

疎地域の要件である人口及び財政力に関する目標を設定し、施策を展開していきます。 

指標名 目標 備考 

人口減少率 

（長野県調査） 

R2 年から R7 年の減少率：△3.0％ R2 年から R7 年の人

口減少率 

若年者比率 

（長野県調査） 

R7 年：現状の水準以上（R3 年：12.3%） 人口に占める 15～

29 歳の比率 

財政力指数の平

均 

（長野県調査） 

R7 年度：現状の水準以上（R3 年度：0.312） 基準財政収入額を

基準財政需要額で

除した数値（過去

３か年平均） 

 ※ 各指標の数値は、原則として２の対象地域で示した県内過疎市町村等に係る数値（以下同じ。） 

 

 

６ 計画の達成状況の評価に関する事項 

  計画の実行に当たっては、設定した達成目標をもとに進捗状況の評価を実施し、ＰＤＣＡ

サイクルを回していくことにより、計画の実効性を高めます。 

  達成状況の評価は、長野県過疎地域対策協議会において毎年度実施し、その結果を公表し

ます。 

 

７ 計画の推進に当たって 

  各部局・現地機関が一丸となって、県内過疎市町村で構成する長野県市町村過疎地域対策

協議会と連携（市町村の取組状況のフォローアップや助言、広域的取組への支援等）しなが

ら、対策を計画的に推進します。 

《推進体制》 

県 

連携 

市町村 

長野県過疎地域対策協議会 

・副知事 

・関係部局長 

・地域振興局長 

長野県市町村過疎地域対策協議会 

・過疎市町村長 

 幹事会 

・関係部局主管課長 

・地域振興局企画振興課長 

 幹事会 

・過疎市町村担当課長 

過疎対策班 

・関係部局企画担当係長 

・地域振興局企画振興課課長補佐 

担当者会議 

・過疎市町村担当者 

 

５ 基本目標 

  過疎地域における持続可能な地域社会の形成及び地域活力の更なる向上の実現に向け、過

疎地域の要件である人口及び財政力に関する目標を設定し、施策を展開していきます。 

指標名 目標 備考 

人口減少率 

（長野県調査） 

R2 年から R7 年の減少率：△3.0％ 

（特段の政策を講じない場合の減少率：△5.0％） 

R2 年から R7 年の人

口減少率 

若年者比率 

（長野県調査） 

R7 年：現状の水準以上（R3 年：12.5%） 人口に占める 15～

29 歳の比率 

財政力指数の平

均 

（長野県調査） 

R7 年度：現状の水準以上（R3 年度：0.303） 基準財政収入額を

基準財政需要額で

除した数値（過去

３か年平均） 

 ※ 各指標の数値は、原則として２の対象地域で示した県内過疎市町村等に係る数値（以下同じ。） 

※ 今後の県総合５か年計画の策定等を踏まえ、目標の見直しを実施（以下同じ。） 

 

６ 計画の達成状況の評価に関する事項 

  計画の実行に当たっては、設定した達成目標をもとに進捗状況の評価を実施し、ＰＤＣＡ

サイクルを回していくことにより、計画の実効性を高めます。 

  達成状況の評価は、長野県過疎地域対策協議会において毎年度実施し、その結果を公表し

ます。 

 

７ 計画の推進に当たって 

  各部局・現地機関が一丸となって、県内過疎市町村で構成する長野県市町村過疎地域対策

協議会と連携（市町村の取組状況のフォローアップや助言、広域的取組への支援等）しなが

ら、対策を計画的に推進します。 

《推進体制》 

県 

連携 

市町村 

長野県過疎地域対策協議会 

・副知事 

・関係部局長 

・地域振興局長 

長野県市町村過疎地域対策協議会 

・過疎市町村長 

 幹事会 

・関係部局主管課長 

・地域振興局企画振興課長 

 幹事会 

・過疎市町村担当課長 

過疎対策班 

・関係部局企画担当係長 

・地域振興局企画振興課課長補佐 

担当者会議 

・過疎市町村担当者 
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新 旧 

第２ 実施すべき施策に関する事項 

 
１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成              
 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標(R7 年度） 備考 

移住者数 

（長野県調査） 

1,249 人 

（R2 年度） 

2,100 人 新規学卒Ｕターン就職者や数

年内の転出予定者などを除く

県外からの転入者 

地域おこし協力隊員の

定着率 

（長野県調査） 

87.1% 

（R2 年度） 

87.1% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

山村留学に取り組む団

体数 

（長野県調査） 

14 団体 

（R3 年 4 月） 

26 団体 山村留学生を受け入れている

団体の数（翌年度４月時点） 

 

 

２ 産業の振興、観光の開発                       
 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 農業の振興 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 新規就農者支援事

業 

次世代の農業を担う農業後継者、新規参入者など、多様な新規就農

者の確保・育成を図るため、就農相談活動や農業体験研修、農業次

世代人材投資資金の交付、新規就農里親制度等による実践的な技術

研修などにより、円滑な就農を支援します。 

○ 農業リーダー育成

事業 

農業生産の中核を担う青年農業者、先進的・企業的農業者、女性農

業者等を、地域の営農活動や農村集落社会で重要な役割を担うリー

ダーとして位置付け育成するとともに、経営者能力の向上や経営発

展を支援します。 
 

第２ 実施すべき施策に関する事項 

 
１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成              
 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標(R7 年度） 備考 

移住者数 

（長野県調査） 

1,088 人 

（R2 年度） 

1,300 人 新規学卒Ｕターン就職者や数

年内の転出予定者などを除く

県外からの転入者 

地域おこし協力隊員の

定着率 

（長野県調査） 

86.2% 

（R2 年度） 

87.0% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

山村留学に取り組む団

体数 

（長野県調査） 

14 団体 

（R3 年度） 

18 団体 山村留学生を受け入れている

団体の数 

 

 

２ 産業の振興、観光の開発                       
 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 農業の振興 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 新規就農者支援事

業 

次世代の農業を担う農業後継者、新規参入者など、多様な新規就農

者の確保・育成を図るため、就農相談活動や農業体験研修、農業次

世代人材投資資金の交付、新規就農里親制度等による実践的な技術

研修などにより、円滑な就農を支援します。 

○ 農業リーダー育成

事業 

農業生産の中核を担う青年農業者、先進的・企業的農業者、女性農

業者等を、地域の営農活動や農村集落社会で重要な役割を担うリー

ダーとして位置付け育成するとともに、経営者能力の向上や経営発

展を支援します。 
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○ 自然循環型農業定

着促進事業 

地球温暖化を防止するため、農業生産活動に由来する温室効果ガス

を削減する技術の開発や実証を進めるとともに、有機農業をはじめ

とする「環境にやさしい農業」に取り組む生産者を支援します。 

○ 信州伝統野菜継

承・産地育成事業 

伝統野菜の安定的な生産を推進し、地域の人たちに育まれてきた食

文化を多くの人に提供・発信し、伝統野菜の継承と地域振興を図り

ます。 

○ 中山間地農業ルネ

ッサンス推進事業 

中山間地域農業の振興を図るため、農村集落の特色を活かした創意

工夫あふれる取組の紹介や営農指導、地域をけん引していく担い手

の確保・育成・定着への支援に加え、営農・販売戦略の策定など地

域の所得向上に向けた体制整備を支援します。 

○ 農村型地域運営組

織（農村ＲＭＯ）

形成推進事業 

地域で支えあう村づくりを推進するため、複数の集落や自治会、社

会福祉協議会等の関係者が連携し、農用地保全、地域資源活用、生

活扶助に取り組む農村型地域運営組織の形成を推進し、伴走支援体

制を構築します。 

○ かんがい排水事業 農業用水を安定的に供給し、農産物の安定生産と品質確保を図るた

め、農業用排水路や頭首工、用排水機場など、基幹的な農業水利施

設の更新・整備を行います。 

○ 畑地帯総合土地改

良事業 

野菜や果樹産地へ農業用水を安定的に供給し、農業経営基盤の強化

を図るため、畑地かんがい施設や農道等の一体的な更新・整備を行

います。 

○ 経営体育成基盤整

備事業 

地域農業の将来を担う経営体を育成するため、農地集積の加速化や

農業経営規模の拡大に資する農地の大区画化・汎用化、用排水路の

整備などの基盤整備を一体的に行います。 

○ 農道整備事業 農産物の品質向上や輸送の効率化、農作業の省力化と農村生活環境

の改善を図るため、地域の基幹となる農道の整備を行います。 

○ 中山間総合整備事

業 

中山間地域の農業、農村の活性化を図るため、地域経済の振興、定

住の促進、国土の保全等に資する農業生産基盤と農村生活環境の総

合的な整備を行います。 

○ 農村地域防災減災

事業 

激甚化・頻発化する気象災害や大規模地震に対応するため、機能低

下した排水機場のポンプ設備、耐震性不足が確認されたため池や水

路の改修を計画的に行い、農村地域の安全を確保します。 

○ 地すべり対策事業 地すべり等防止法の指定を受けた区域において、農地や農業用施

設、人家、公共施設等に及ぶ地すべり災害を未然に防止するための

対策工事や既存施設の計画的な改修を行います。 

○ 野生鳥獣被害総合

対策事業 

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となり実施

する侵入防止柵の整備等を支援するとともに、野生鳥獣被害対策チ

ーム等により、各地域の実情に合わせた被害対策に必要な支援・助

言を行います。 
 

○ 自然循環型農業定

着促進事業 

地球温暖化を防止するため、農業生産活動に由来する温室効果ガス

を削減する技術の開発や実証を進めるとともに、有機農業をはじめ

とする「環境にやさしい農業」に取り組む生産者を支援します。 

○ 信州伝統野菜継

承・産地育成事業 

伝統野菜の安定的な生産を推進し、地域の人たちに育まれてきた食

文化を多くの人に提供・発信し、伝統野菜の継承と地域振興を図り

ます。 

○ 中山間地農業ルネ

ッサンス推進事業 

中山間地域農業の振興を図るため、農村集落の特色を活かした創意

工夫あふれる取組の紹介や営農指導、地域をけん引していく担い手

の確保・育成・定着への支援に加え、営農・販売戦略の策定など地

域の所得向上に向けた体制整備を支援します。 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

○ かんがい排水事業 農業用水を安定的に供給し、農産物の安定生産と品質確保を図るた

め、農業用排水路や頭首工、用排水機場など、基幹的な農業水利施

設の更新・整備を行います。 

○ 畑地帯総合土地改

良事業 

野菜や果樹産地へ農業用水を安定的に供給し、農業経営基盤の強化

を図るため、畑地かんがい施設や農道等の一体的な更新・整備を行

います。 

○ 経営体育成基盤整

備事業 

地域農業の将来を担う経営体を育成するため、農地集積の加速化や

農業経営規模の拡大に資する農地の大区画化・汎用化、用排水路の

整備などの基盤整備を一体的に行います。 

○ 農道整備事業 農産物の品質向上や輸送の効率化、農作業の省力化と農村生活環境

の改善を図るため、地域の基幹となる農道の整備を行います。 

○ 中山間総合整備事

業 

中山間地域の農業、農村の活性化を図るため、地域経済の振興、定

住の促進、国土の保全等に資する農業生産基盤と農村生活環境の総

合的な整備を行います。 

○ 農村地域防災減災

事業 

激甚化・頻発化する気象災害や大規模地震に対応するため、機能低

下した排水機場のポンプ設備、耐震性不足が確認されたため池や水

路の改修を計画的に行い、農村地域の安全を確保します。 

○ 地すべり対策事業 地すべり等防止法の指定を受けた区域において、農地や農業用施

設、人家、公共施設等に及ぶ地すべり災害を未然に防止するための

対策工事や既存施設の計画的な改修を行います。 

○ 野生鳥獣被害総合

対策事業 

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となり実施

する侵入防止柵の整備等を支援するとともに、野生鳥獣被害対策チ

ーム等により、各地域の実情に合わせた被害対策に必要な支援・助

言を行います。 
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■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 強い農業・担い手

づくり総合支援交

付金 

競争力・経営力等の強化を図るため、共同

利用施設の整備や地理的条件が不利な地域

における共同利用機械の整備を支援しま

す。 

国 1/2 以内 3/10

以内 

� 信州農業生産力強

化対策事業 

多様な生産力を強化するため、新品種・新

品目・新技術の導入や、マーケットニーズ

に対応できる産地づくりに向けた施設整備

等を支援します。 

県 1/2 以内 

� 経営体育成支援事

業 

地域農業の担い手となる経営体を育成する

ため、規模拡大や農産物の高付加価値化等

を図るために必要な農業用機械等の導入を

支援します。 

国 3/10 以内 

� 食料産業・６次産

業化交付金 

農業者等が認定された総合化事業計画に従

って実施する農林水産物等の加工・販売等

の整備に対して支援します。 

国 3/10 以内 

� 中山間地域農業直

接支払事業 

中山間地域において、耕作放棄地の発生を

防止し、農業・農村の持つ多面的機能を確

保するため、集落の話し合いに基づく自律

的かつ継続的な農業生産活動を支援しま

す。 

国 1/2 1/3 

県 1/4 1/3 

� 中山間地農業ルネ

ッサンス推進事業 

中山間地域農業の振興を図るため、将来ビ

ジョンに基づく農村集落の特色を活かした

創意工夫あふれる取組や営農・販売戦略の

策定など地域の所得向上に向けた取組を支

援します。 

国 定額 

� 農村型地域運営組

織（農村ＲＭＯ）

形成推進事業 

地域で支えあう村づくりを推進するため、

複数の集落や自治会、社会福祉協議会等の

関係者が連携し、農用地保全や生活扶助等

に取り組む農村型地域運営組織が実施する

調査、計画作成、実証事業の取組を支援し

ます。 

国 定額 

� 多面的機能支払事

業 

農業・農村の有する多面的機能（国土保

全、水源かん養等）の維持・発揮を図るた

め、農地、水路、農道等の地域資源を適切

に保全管理するための共同活動を支援しま

す。 

国 1/2 

県 1/4 

 

■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 強い農業・担い手

づくり総合支援交

付金 

競争力・経営力等の強化を図るため、共同

利用施設の整備や地理的条件が不利な地域

における共同利用機械の整備を支援しま

す。 

国 1/2 以内 3/10

以内 

� 信州農業生産力強

化対策事業 

多様な生産力を強化するため、新品種・新

品目・新技術の導入や、マーケットニーズ

に対応できる産地づくりに向けた施設整備

等を支援します。 

県 1/2 以内 

� 経営体育成支援事

業 

地域農業の担い手となる経営体を育成する

ため、規模拡大や農産物の高付加価値化等

を図るために必要な農業用機械等の導入を

支援します。 

国 3/10 以内 

� 食料産業・６次産

業化交付金 

農業者等が認定された総合化事業計画に従

って実施する農林水産物等の加工・販売等

の整備に対して支援します。 

国 3/10 以内 

� 中山間地域農業直

接支払事業 

中山間地域において、耕作放棄地の発生を

防止し、農業・農村の持つ多面的機能を確

保するため、集落の話し合いに基づく自律

的かつ継続的な農業生産活動を支援しま

す。 

国 1/2 1/3 

県 1/4 1/3 

� 中山間地農業ルネ

ッサンス推進事業 

中山間地域農業の振興を図るため、将来ビ

ジョンに基づく農村集落の特色を活かした

創意工夫あふれる取組や営農・販売戦略の

策定など地域の所得向上に向けた取組を支

援します。 

国 定額 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

� 多面的機能支払事

業 

農業・農村の有する多面的機能（国土保

全、水源かん養等）の維持・発揮を図るた

め、農地、水路、農道等の地域資源を適切

に保全管理するための共同活動を支援しま

す。 

国 1/2 

県 1/4 
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� 地籍調査事業 災害復旧の迅速化等を図るため、土地の基

本情報である所有者や地番、地目、境界、

地籍に関する調査を支援します。 

国 1/2 

県 1/4 

� 団体営土地改良事

業 

農業用水の安定供給を図るため、機能保全

計画に基づく農業水利施設の計画的な補

修・更新を支援します。 

また、農地の耕作条件を改善するため、多

様なニーズに沿ったきめ細かな基盤整備を

支援します。 

国 5.5/10 

県 1.4/10 

� 団体営農村地域防

災減災事業 

災害の未然防止に必要な水路やため池の整

備、安全施設の設置等を支援します。 

国 5.5/10 

県 1.4～2.1/10 

� 県単農業農村基盤

整備事業 

農業用水の安定供給や維持管理労力の軽減

等により持続的な農業の確立を図るため、

小規模な基盤整備を支援します。 

県 4/10 

� 鳥獣被害防止総合

対策交付金 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村被

害防止計画に沿った鳥獣被害防止柵の設置

や捕獲の取組を支援します。 

ソフト事業 国 定

額 

ハード事業 国 1/2

以内 

条件不利地域 

55/100 以内 

（中略） 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

企業立地件数 

（工場立地動向調査 

経済産業省） 

20 件 

（R2年度） 

100 件 

（R3～7年度累計） 

敷地面積 1,000 ㎡以上の工

場・研究所の立地件数 

税制優遇等を受け本社

移転・拡充を行う企業 

（長野県調査） 

4 件 

（R2年度） 

35 件 

（R3～7年度累計） 

国又は県制度の税制優遇等を

受け、本社移転・拡充を行う企

業の数 

製造品出荷額等 

（工業統計調査 経済

産業省） 

2,994 億円 

（R 元年度） 

現状の水準を維持 １年間における製造品出荷額、

加工賃収入額等の合計 

ＩＴ産業における１従

業員当たり売上高 

（特定サービス産業実

態調査 経済産業省） 

1,904 万円 

（H30 年） 

2,000 万円 

（R7 年） 

ＩＴ産業における生産性に関

する数値 

信州の伝統野菜選定数 

（長野県調査） 

54 種類 

（R2 年度） 

63 種類 「信州伝統野菜認定制度」に

より選定された野菜の数 
 

� 地籍調査事業 災害復旧の迅速化等を図るため、土地の基

本情報である所有者や地番、地目、境界、

地籍に関する調査を支援します。 

国 1/2 

県 1/4 

� 団体営土地改良事

業 

農業用水の安定供給を図るため、機能保全

計画に基づく農業水利施設の計画的な補

修・更新を支援します。 

また、農地の耕作条件を改善するため、多

様なニーズに沿ったきめ細かな基盤整備を

支援します。 

国 5.5/10 

県 1.4/10 

� 団体営農村地域防

災減災事業 

災害の未然防止に必要な水路やため池の整

備、安全施設の設置等を支援します。 

国 5.5/10 

県 1.4～2.1/10 

� 県単農業農村基盤

整備事業 

農業用水の安定供給や維持管理労力の軽減

等により持続的な農業の確立を図るため、

小規模な基盤整備を支援します。 

県 4/10 

� 鳥獣被害防止総合

対策交付金 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村被

害防止計画に沿った鳥獣被害防止柵の設置

や捕獲の取組を支援します。 

ソフト事業 国 定

額 

ハード事業 国 1/2

以内 

条件不利地域 

55/100 以内 

（中略） 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

企業立地件数 

（工場立地動向調査 

経済産業省） 

20 件 

（R2年度） 

100 件 

（R3～7年度累計） 

敷地面積 1,000 ㎡以上の工

場・研究所の立地件数 

税制優遇等を受け本社

移転・拡充を行う企業 

（長野県調査） 

4 件 

（R2年度） 

35 件 

（R3～7年度累計） 

国又は県制度の税制優遇等を

受け、本社移転・拡充を行う企

業の数 

製造品出荷額等 

（工業統計調査 経済

産業省） 

2,994 億円 

（R 元年度） 

現状の水準を維持 １年間における製造品出荷額、

加工賃収入額等の合計 

ＩＴ産業における１従

業員当たり売上高 

（特定サービス産業実

態調査 経済産業省） 

1,904 万円 

（H30 年） 

2,000 万円 

（R7 年） 

ＩＴ産業における生産性に関

する数値 

伝統野菜選定数 

（長野県調査） 

49 種類 

（R2 年度） 

54 種類 「信州伝統野菜認定制度」に

より選定された野菜の数 
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新 旧 
 

（中略） 

 

４ 交通施設の整備、交通手段の確保                   

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 道路網の整備 

ⅰ 国・県道及び市町村道の整備 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 国道（県管理分）

及び県道の整備 

過疎地域等と県内の中核都市又は生活圏の中心都市との連絡強化、

及び高規格道路のインターチェンジや鉄道駅へのアクセスを確保す

るため、一般国道と主要な県道等の整備を推進します。 

○国道（県管理分） 

（国）143 号 他 13 路線（P36 別表参照） 松本市（旧四賀村）他 

 道路改築 

 幅 員 7.0～15.0ｍ 

 延 長 40.9ｋｍ 

○県道 

（主）飯田富山佐久間線 他 51 路線（P36 別表参照） 阿南町他 

 道路改築 

 幅 員 5.0～10.25ｍ 

 延 長 48.4ｋｍ 

○ 市町村道の整備 

（県代行） 

基幹的な市町村道について、県代行制度の活用により整備を図りま

す。 

大河内線    幅員 6.0m  延長 2.8km  天龍村 

長野殿線    幅員 8.8m  延長 0.7km  大桑村 

川向梛野線   幅員 6.5m  延長 0.1km  南木曽町 

伊折線      幅員 5.0m  延長 0.9km  小谷村 

野尻菅川線   幅員 6.0m  延長 1.2km  信濃町 

16号線     幅員 6.0m  延長 2.0km  小川村 

4-116号線    幅員 6.0m  延長 1.1km  飯山市 

1-3号線     幅員 6.0m  延長 0.5km  野沢温泉村 

 

（中略） 

 

（中略） 

 

４ 交通施設の整備、交通手段の確保                   

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 道路網の整備 

ⅰ 国・県道及び市町村道の整備 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 国道（県管理分）

及び県道の整備 

過疎地域等と県内の中核都市又は生活圏の中心都市との連絡強化、

及び高規格道路のインターチェンジや鉄道駅へのアクセスを確保す

るため、一般国道と主要な県道等の整備を推進します。 

○国道（県管理分） 

（国）143 号 他 12 路線（P36 別表参照） 松本市（旧四賀村）他 

 道路改築 

 幅 員 7.0～15.0ｍ 

 延 長 40.6ｋｍ 

○県道 

（主）飯田富山佐久間線 他 45 路線（P36 別表参照） 阿南町他 

 道路改築 

 幅 員 5.0～10.25ｍ 

 延 長 42.5ｋｍ 

○ 市町村道の整備 

（県代行） 

基幹的な市町村道について、県代行制度の活用により整備を図りま

す。 

大河内線    幅員 6.0m  延長 2.8km  天龍村 

長野殿線    幅員 8.8m  延長 0.7km  大桑村 

川向梛野線   幅員 6.5m  延長 0.1km  南木曽町 

伊折線      幅員 5.0m  延長 0.9km  小谷村 

野尻菅川線   幅員 6.0m  延長 1.2km  信濃町 

16号線     幅員 6.0m  延長 2.0km  小川村 

4-116号線    幅員 6.0m  延長 1.1km  飯山市 

1-3号線     幅員 6.0m  延長 0.5km  野沢温泉村 

 

（中略） 
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《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

地域公共交通計画を策

定する市町村数 

（長野県調査） 

34 市町村 

（R2 年度） 

47 市町村 バスなどの日常生活に必要な

公共交通網を確保するための

計画を策定する市町村数 

 
 
 

５ 生活環境の整備                           

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

汚水処理人口普及率 

（国土交通省、農林水産

省、環境省 調査） 

98.0% 

（R2 年度） 

98.5% 下水道、農業集落排水施設

等、浄化槽等の汚水処理施設

の普及状況数 

空家等対策計画策定市

町村の割合 

（長野県調査） 

66.2% 

（R2 年度） 

80.0% 空家等対策計画を策定してい

る市町村の割合 

住宅の耐震化率 

（長野県調査） 

82.5% 

（H30 年度） 

92.0% 耐震改修の実施などにより耐

震性を有する住宅の割合 

景観行政団体数 

（長野県調査） 

９市町村 

（R2 年度） 

12 市町村 景観行政団体へ移行した市町

村数 

 

 

（中略） 

 
 
 
 
 
 
 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

地域公共交通計画を策

定する市町村数 

（長野県調査） 

17 市町村 

（R2 年度） 

40 市町村 バスなどの日常生活に必要な

公共交通網を確保するための

計画を策定する市町村数 

 
 
 

５ 生活環境の整備                           

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

汚水処理人口普及率 

（国土交通省、農林水産

省、環境省 調査） 

97.8％ 

（R2 年度） 

99.1% 下水道、農業集落排水施設

等、浄化槽等の汚水処理施設

の普及状況数 

空家等対策計画策定市

町村の割合 

（長野県調査） 

66.7% 

（R2 年度） 

80.0% 空家等対策計画を策定してい

る市町村の割合 

住宅の耐震化率 

（長野県調査） 

82.5% 

（H30 年度） 

92.0% 耐震改修の実施などにより耐

震性を有する住宅の割合 

景観行政団体数 

（長野県調査） 

７市町村 

（R2 年度） 

10 市町村 景観行政団体へ移行した市町

村数 

 

 

（中略） 
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７ 医療の確保                             

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

医療施設従事医師数 

(人口 10 万人当たり) 

（医師・歯科医師・薬

剤師統計 厚生労働

省） 

233.1 

(H30 年度) 

257.7 以上 人口 10 万人当たりの医療施設

従事医師数 

就業看護職員数(人口 

10 万人当たり) 

（衛生行政報告例 厚

生労働省） 

1436.9 

(H30 年度) 

1436.9 以上 人口 10 万人当たりの就業看護

職員数 

へき地医療拠点病院の

数 

（長野県調査） 

８病院 

（R2 年度） 

８病院 へき地診療所への医師派遣、

へき地への巡回診療の実施等

を行うへき地医療拠点病院の

数 

 
 

８ 教育の振興                             

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

「今住んでいる地域の行

事に参加している」と答

えた児童（小６）の割合 

（全国学力・学習状況

調査 文部科学省） 

83.7% 

（R2 年度） 

83.7%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける児童への質問に対する回

答 

「今住んでいる地域の行

事に参加している」と答

えた生徒（中３）の割合 

（全国学力・学習状況

調査 文部科学省） 

64.0% 

（R2 年度） 

64.0%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける生徒への質問に対する回

答 

 

７ 医療の確保                             

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

医療施設従事医師数 

(人口 10 万人当たり) 

（医師・歯科医師・薬

剤師統計 厚生労働

省） 

233.1 

(H30 年度) 

233.1 以上 人口 10 万人当たりの医療施設

従事医師数 

就業看護職員数(人口 

10 万人当たり) 

（衛生行政報告例 厚

生労働省） 

1436.9 

(H30 年度) 

1436.9 以上 人口 10 万人当たりの就業看護

職員数 

へき地医療拠点病院の

数 

（長野県調査） 

８病院 

（R2 年度） 

８病院 へき地診療所への医師派遣、

へき地への巡回診療の実施等

を行うへき地医療拠点病院の

数 

 
 

８ 教育の振興                             

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

「今住んでいる地域の行

事に参加している」と答

えた児童（小６）の割合 

（全国学力・学習状況

調査 文部科学省） 

83.7% 

（R2 年度） 

83.7%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける児童への質問に対する回

答 

「今住んでいる地域の行

事に参加している」と答

えた生徒（中３）の割合 

（全国学力・学習状況

調査 文部科学省） 

64.0% 

（R2 年度） 

64.0%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける生徒への質問に対する回

答 
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「学校に行くのが楽し

い」と答える児童の割合

（小６） 

（全国学力・学習状況調

査 文部科学省） 

82.9% 

（R2 年度） 

82.9%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける児童への質問に対する回

答 

「学校に行くのが楽し

い」と答える生徒の割合

（中３） 

（全国学力・学習状況調

査 文部科学省） 

79.7% 

（R2 年度） 

79.7%以上 全国学力・学習状況調査にお

ける生徒への質問に対する回

答 

山村留学に取り組む団体

数 

（長野県調査）（再掲 

P4） 

14 団体 

（R3 年 4 月） 

26 団体 山村留学生を受け入れている

団体の数（翌年度４月時点） 

 

９ 集落の整備                             

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

 

（中略） 

 

イ 集落を支える人材の確保や組織の形成、連携 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 中間支援人材の活動

促進（再掲 P4） 

地域づくりに寄り添う人材の育成・活用により、住民主体の地域

づくりを支援します。 

○ 地域おこし協力隊受

入・活躍支援事業

（再掲 P4） 

地域おこし協力隊員の円滑な受入や活動の支援、任期終了後の定

着を促進するため、必要な調査研究や情報発信を行うとともに、

隊員向け研修や情報共有等の広域単位ネットワーク形成、市町村

の受入支援を行います。 

○ 外部人材活用の促進

（再掲 P4） 

集落支援員をはじめ市町村における外部人材の活用を促進するた

め、情報提供や相談支援を行います。 

○ 地域づくりへの支援 活力あふれる元気な長野県づくりを進めるために、「地域発 元気

づくり支援金」を通じて、市町村や公共的団体等が住民ととも

に、自らの知恵と工夫により自主的、主体的に取り組む地域の元

気を生み出すモデル的で発展性のある取組を支援します。 
 

「学校に行くのが楽し

い」と答えた児童の割合

（小学校） 

（長野県調査） 

88.7% 

（R2 年度） 

88.7％以上 長野県が実施する調査におけ

る児童への質問に対する回答 

「学校に行くのが楽し

い」と答えた生徒の割合

（中学校） 

（長野県調査） 

 

86.7% 

（R2 年度） 

86.7%以上 長野県が実施する調査におけ

る児童への質問に対する回答 

山村留学に取り組む団体

数 

（長野県調査）（再掲 

P4） 

14 団体 

（R3 年度） 

18 団体 山村留学生を受け入れている

団体の数 

 

９ 集落の整備                             

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

 

（中略） 

 

イ 集落を支える人材の確保や組織の形成、連携 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 中間支援人材の活動

促進（再掲 P4） 

地域づくりに寄り添う人材の育成・活用により、住民主体の地域

づくりを支援します。 

○ 地域おこし協力隊受

入・活躍支援事業

（再掲 P4） 

地域おこし協力隊員の円滑な受入や活動の支援、任期終了後の定

着を促進するため、必要な調査研究や情報発信を行うとともに、

隊員向け研修や情報共有等の広域単位ネットワーク形成、市町村

の受入支援を行います。 

○ 外部人材活用の促進

（再掲 P4） 

集落支援員をはじめ市町村における外部人材の活用を促進するた

め、情報提供や相談支援を行います。 

○ 地域づくりへの支援 活力あふれる元気な長野県づくりを進めるために、「地域発 元気

づくり支援金」を通じて、市町村や公共的団体等が住民ととも

に、自らの知恵と工夫により自主的、主体的に取り組む地域の元

気を生み出すモデル的で発展性のある取組を支援します。 
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○ 農村型地域運営組織

（農村ＲＭＯ）形成

推進事業（再掲 

P6） 

地域で支えあう村づくりを推進するため、複数の集落や自治会、

社会福祉協議会等の関係者が連携し、農用地保全、地域資源活

用、生活扶助に取り組む農村型地域運営組織の形成を推進し、伴

走支援体制を構築します。 

■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 地域運営組織の形成

促進 

地域運営組織の形成を促進するため、必要

なノウハウや国・県の支援制度等を市町村

へ周知します。 

 

� 地域づくりへの支援 活力あふれる元気な長野県づくりを進める

ために、「地域発 元気づくり支援金」を

通じて、市町村や公共的団体等が住民とと

もに、自らの知恵と工夫により自主的、主

体的に取り組む地域の元気を生み出すモデ

ル的で発展性のある取組を支援します。 

原則として、 

ソフト事業県 3/4 以

内 

ハード事業県 1/2 以

内 

（財政力指数が県平

均以下の市町村は 

2/3 以内） 

� 農村型地域運営組織

（農村ＲＭＯ）形成

推進事業（再掲 

P7） 

地域で支えあう村づくりを推進するため、

複数の集落や自治会、社会福祉協議会等の

関係者が連携し、農用地保全や生活扶助等

に取り組む農村型地域運営組織が実施する

調査、計画作成、実証事業の取組を支援し

ます。 

国 定額 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

小さな拠点形成数 

（小さな拠点の形成に

関する実態調査 内閣

府） 

34 か所 

（R2 年度） 

48 か所 生活サービス・交流機能など

を提供する小さな拠点の形成

数 

地域おこし協力隊員の定

着率（長野県調査） 

（再掲 P4） 

87.1% 

（R2 年度） 

87.1% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

地域運営組織数 

（地域運営組織の形成

及び持続的運営に関す

る調査 総務省） 

165 団体 

（R2 年度） 

192 団体 地域住民が主体となって、地

域課題の解決に向けた取組を

持続的に行う組織の数 

 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 地域運営組織の形成

促進 

地域運営組織の形成を促進するため、必要

なノウハウや国・県の支援制度等を市町村

へ周知します。 

 

� 地域づくりへの支援 活力あふれる元気な長野県づくりを進める

ために、「地域発 元気づくり支援金」を

通じて、市町村や公共的団体等が住民とと

もに、自らの知恵と工夫により自主的、主

体的に取り組む地域の元気を生み出すモデ

ル的で発展性のある取組を支援します。 

原則として、 

ソフト事業県 3/4 以

内 

ハード事業県 1/2 以

内 

（財政力指数が県平

均以下の市町村は 

2/3 以内） 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

小さな拠点形成数 

（小さな拠点の形成に

関する実態調査 内閣

府） 

30 か所 

（R2 年度） 

35 か所 生活サービス・交流機能など

を提供する小さな拠点の形成

数 

地域おこし協力隊員の定

着率（長野県調査） 

（再掲 P4） 

86.2% 

（R2 年度） 

87.0% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

地域運営組織数 

（地域運営組織の形成

及び持続的運営に関す

る調査 総務省） 

153 団体 

（R2 年度） 

167 団体 地域住民が主体となって、地

域課題の解決に向けた取組を

持続的に行う組織の数 
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10 地域文化の振興等                         

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

文化芸術活動に参加し

た人の割合 

（長野県調査） 

44.8% 

（R2 年度） 

78.0% 県民が文化芸術活動に参加した

人の割合 

文化財指定等件数 

（長野県調査） 

829 件 

（R2 年度） 

929 件 国・県が指定した文化財の件数 

 
 

（中略） 

 

12 その他地域の持続的発展に関し必要な事項             

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 地域コミュニティの活性化 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 中間支援人材の活動

促進（再掲 P4） 

地域づくりに寄り添う人材の育成・活用により、住民主体の地域づ

くりを支援します。 

○ 地域おこし協力隊受

入・活躍支援事業

（再掲 P4） 

地域おこし協力隊員の円滑な受入や活動の支援、任期終了後の定着

を促進するため、必要な調査研究や情報発信を行うとともに、隊員

向け研修や情報共有等の広域単位ネットワーク形成、市町村の受入

支援を行います。 

○ 外部人材活用の促進

（再掲 P4） 

集落支援員をはじめ市町村における外部人材の活用を促進するた

め、情報提供や相談支援を行います。 

○ 地域づくりネットワ

ークの支援 

多様な主体の協働による活力あふれる地域づくりの推進のために、

住民主体による地域づくりやコミュニティの活性化に向けた取組事

例を学ぶ研修事業の実施や、地域づくり団体への情報提供と交流機

会を設けることなどにより、地域づくり団体が活動しやすい環境を

整え、新たなネットワークづくりを支援します。 
 

10 地域文化の振興等                         

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

文化芸術活動に参加し

た人の割合 

（長野県調査） 

44.8% 

（R2 年度） 

72.5% 県民が文化芸術活動に参加した

人の割合 

※県政モニターアンケート調査

による 

文化財指定等件数 

（長野県調査） 

829 件 

（R2 年度） 

906 件 国・県が指定した文化財の件数 

 

（中略） 

 

12 その他地域の持続的発展に関し必要な事項             

 

（中略） 

 

《実施する事業》 

ア 地域コミュニティの活性化 

□ 県が事業主体となって行う事業 

事業名 事業内容 

○ 中間支援人材の活動

促進（再掲 P4） 

地域づくりに寄り添う人材の育成・活用により、住民主体の地域づ

くりを支援します。 

○ 地域おこし協力隊受

入・活躍支援事業

（再掲 P4） 

地域おこし協力隊員の円滑な受入や活動の支援、任期終了後の定着

を促進するため、必要な調査研究や情報発信を行うとともに、隊員

向け研修や情報共有等の広域単位ネットワーク形成、市町村の受入

支援を行います。 

○ 外部人材活用の促進

（再掲 P4） 

集落支援員をはじめ市町村における外部人材の活用を促進するた

め、情報提供や相談支援を行います。 

○ 地域づくりネットワ

ークの支援 

多様な主体の協働による活力あふれる地域づくりの推進のために、

住民主体による地域づくりやコミュニティの活性化に向けた取組事

例を学ぶ研修事業の実施や、地域づくり団体への情報提供と交流機

会を設けることなどにより、地域づくり団体が活動しやすい環境を

整え、新たなネットワークづくりを支援します。 
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○ 地域づくりへの支援

（再掲 P29） 

活力あふれる元気な長野県づくりを進めるために、「地域発 元気

づくり支援金」を通じて、市町村や公共的団体等が住民とともに、

自らの知恵と工夫により自主的、主体的に取り組む地域の元気を生

み出すモデル的で発展性のある取組を支援します。 

○ 中山間地農業ルネッ

サンス推進事業 

（再掲 P6） 

中山間地域農業の振興を図るため、農村集落の特色を活かした創意

工夫あふれる取組の紹介や営農指導、地域をけん引していく担い手

の確保・育成・定着への支援に加え、営農・販売戦略の策定など地

域の所得向上にむけた体制整備を支援します。 

○ 農村型地域運営組織

（農村ＲＭＯ）形成

推進事業（再掲 

P6） 

地域で支えあう村づくりを推進するため、複数の集落や自治会、社

会福祉協議会等の関係者が連携し、農用地保全、地域資源活用、生

活扶助に取り組む農村型地域運営組織の形成を推進し、伴走支援体

制を構築します。 

○ 野生鳥獣被害総合対

策事業 

（再掲 P6） 

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となり実施

する侵入防止柵の整備等を支援するとともに、野生鳥獣被害対策チ

ーム等により、各地域の実情に合わせた被害対策に必要な支援・助

言を行います。 

■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 地域運営組織の形成

促進（再掲 P30） 

地域運営組織の形成を促進するため、必要

なノウハウや国・県の支援制度等を市町村

へ周知します。 

 

� 地域づくりへの支援

（再掲 P30） 

活力あふれる元気な長野県づくりを進める

ために、「地域発 元気づくり支援金」を

通じて、市町村や公共的団体等が住民とと

もに、自らの知恵と工夫により自主的、主

体的に取り組む地域の元気を生み出すモデ

ル的で発展性のある取組を支援します。 

原則として、 

ソフト事業 

県 3/4 以内 

ハード事業 

 県 1/2 以内 

（財政力指数が県平

均以下の市町村は 

2/3 以内） 

� 中山間地農業ルネッ

サンス推進事業 

（再掲 P7） 

中山間地域農業の振興を図るため、将来ビ

ジョンに基づく農村集落の特色を活かした

創意工夫あふれる取組や営農・販売戦略の

策定など地域の所得向上にむけた取組を支

援します。 

国 定額 

� 農村型地域運営組織

（農村ＲＭＯ）形成

推進事業（再掲 

P7） 

地域で支えあう村づくりを推進するため、

複数の集落や自治会、社会福祉協議会等の

関係者が連携し、農用地保全や生活扶助等

に取り組む農村型地域運営組織が実施する

調査、計画作成、実証事業の取組を支援し

ます。 

国 定額 

 

○ 地域づくりへの支援

（再掲 P29） 

活力あふれる元気な長野県づくりを進めるために、「地域発 元気

づくり支援金」を通じて、市町村や公共的団体等が住民とともに、

自らの知恵と工夫により自主的、主体的に取り組む地域の元気を生

み出すモデル的で発展性のある取組を支援します。 

○ 中山間地農業ルネッ

サンス推進事業 

（再掲 P6） 

中山間地域農業の振興を図るため、農村集落の特色を活かした創意

工夫あふれる取組の紹介や営農指導、地域をけん引していく担い手

の確保・育成・定着への支援に加え、営農・販売戦略の策定など地

域の所得向上にむけた体制整備を支援します。 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

○ 野生鳥獣被害総合対

策事業 

（再掲 P6） 

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となり実施

する侵入防止柵の整備等を支援するとともに、野生鳥獣被害対策チ

ーム等により、各地域の実情に合わせた被害対策に必要な支援・助

言を行います。 

■ 過疎市町村等に対する行財政上の援助 

事業名 事業内容 備考 

� 地域運営組織の形成

促進（再掲 P29） 

地域運営組織の形成を促進するため、必要

なノウハウや国・県の支援制度等を市町村

へ周知します。 

 

� 地域づくりへの支援

（再掲 P30） 

活力あふれる元気な長野県づくりを進める

ために、「地域発 元気づくり支援金」を

通じて、市町村や公共的団体等が住民とと

もに、自らの知恵と工夫により自主的、主

体的に取り組む地域の元気を生み出すモデ

ル的で発展性のある取組を支援します。 

原則として、 

ソフト事業 

県 3/4 以内 

ハード事業 

 県 1/2 以内 

（財政力指数が県平

均以下の市町村は 

2/3 以内） 

� 中山間地農業ルネッ

サンス推進事業 

（再掲 P7） 

中山間地域農業の振興を図るため、将来ビ

ジョンに基づく農村集落の特色を活かした

創意工夫あふれる取組や営農・販売戦略の

策定など地域の所得向上にむけた取組を支

援します。 

国 定額 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

（新規） 
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� 鳥獣被害防止総合対

策交付金 

（再掲 P8） 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村被

害防止計画に沿った鳥獣被害防止柵の設置

や捕獲の取組を支援します。 

ソフト事業 国 定

額 

ハード事業 国 1/2

以内 

条件不利地域 

55/100 以内 

� 森林づくり推進支援

金 

地域固有の課題に対し、市町村が独自性と

創意工夫により実施する森林づくり活動の

取組を支援します。（森林づくり県民税活

用事業） 

県 10/10 以内 

（施設整備費につい

ては 2/3 以内） 

 

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

地域おこし協力隊員の

定着率 

（長野県調査）（再掲 

P4） 

87.1％ 

（R2 年度） 

87.1% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

地域運営組織数 

（地域運営組織の形成

及び持続的運営に関す

る調査 総務省）（再  

掲 P30） 

165 団体 

（R2 年度） 

192 団体 地域住民が主体となって、地

域課題の解決に向けた取組を

持続的に行う組織の数 

圏域全体の活性化に取

り組む圏域数 

（長野県調査） 

８圏域 

（R2 年度） 

９圏域 過疎地域を含む複数の市町村が

連携し形成する定住自立圏・連

携中枢都市圏等の圏域数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 鳥獣被害防止総合対

策交付金 

（再掲 P8） 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村被

害防止計画に沿った鳥獣被害防止柵の設置

や捕獲の取組を支援します。 

ソフト事業 国 定

額 

ハード事業 国 1/2

以内 

条件不利地域 

55/100 以内 

� 森林づくり推進支援

金 

地域固有の課題に対し、市町村が独自性と

創意工夫により実施する森林づくり活動の

取組を支援します。（森林づくり県民税活

用事業） 

県 10/10 以内 

（施設整備費につい

ては 2/3 以内） 

 

 

（中略） 

 

《関連目標》 

指標名 現状 目標（R7 年度） 備考 

地域おこし協力隊員の

定着率 

（長野県調査）（再掲 

P4） 

86.2％ 

（R2 年度） 

87.0% 地域おこし協力隊員の任期終

了後の定着率 

地域運営組織数 

（地域運営組織の形成

及び持続的運営に関す

る調査 総務省）（再  

掲 P30） 

153 団体 

（R2 年度） 

167 団体 地域住民が主体となって、地

域課題の解決に向けた取組を

持続的に行う組織の数 

圏域全体の活性化に取

り組む圏域数 

（長野県調査） 

８圏域 

（R2 年度） 

９圏域 過疎地域を含む複数の市町村が

連携し形成する定住自立圏・連

携中枢都市圏等の圏域数 
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新 旧 

（別表） 

該当路線名一覧 

区   分 路   線   名 

 

国   道 

（県管理分） 

 

142 号、143 号、148 号、151 号、152 号、158 号、256 号、292 号、299 号、

361 号、403 号、405 号、406 号、418 号 

県 道 

主 要

地方道 

飯田富山佐久間線、川上佐久線、中津川田立線、中津川南木曽線、設楽根

羽線、丸子信州新線、伊那生田飯田線、開田三岳福島線、奈川木祖線、長

野大町線、信濃信州新線、諏訪白樺湖小諸線、大町麻績インター千曲線、

松川インター大鹿線、松本和田線、下条米川飯田線、飯山妙高高原線、飯

山斑尾新井線 

一 般 

県 道 

粟野御供線、杉野沢黒姫（停）線、上野小海線、牛鹿望月線、美ヶ原和田

線、下奈良本豊科線、北林飯島線、粟野門島（停）線、御岳王滝黒沢線、

オコシ宮ノ越（停）線、木曽福島（停）駒ヶ岳線、河鹿沢西条（停）線、

矢室明科線、槍ヶ岳線、奉納中土（停）線、牟礼永江線、野村上永江（停）

線、小島信濃木崎（停）線、川口大町線、川口田野口篠ノ井線、小川長野

線、栃原北郷信濃線、長瀬横倉（停）線、箕作飯山線、曽根藤ノ木線、千

国北城線、七曲西原線、古屋敷境ノ沢線、美ヶ原公園西内線、上松御岳線、

信州新中条線、美麻八坂線、信濃斑尾高原線、上松南木曽線 

 

 

（別表） 

該当路線名一覧 

区   分 路   線   名 

 

国   道 

（県管理分） 

 

142 号、143 号、148 号、151 号、152 号、158 号、256 号、292 号、361 号、

403 号、405 号、406 号、418 号 

県 道 

主 要

地方道 

飯田富山佐久間線、川上佐久線、中津川田立線、中津川南木曽線、設楽根

羽線、丸子信州新線、伊那生田飯田線、開田三岳福島線、奈川木祖線、長

野大町線、信濃信州新線、大町麻績インター千曲線、松川インター大鹿線、

松本和田線、下条米川飯田線、飯山妙高高原線、飯山斑尾新井線 

一 般 

県 道 

粟野御供線、杉野沢黒姫（停）線、上野小海線、美ヶ原和田線、下奈良本

豊科線、北林飯島線、粟野門島（停）線、御岳王滝黒沢線、オコシ宮ノ越

（停）線、木曽福島（停）駒ヶ岳線、河鹿沢西条（停）線、槍ヶ岳線、奉

納中土（停）線、小島信濃木崎（停）線、川口大町線、川口田野口篠ノ井

線、小川長野線、栃原北郷信濃線、長瀬横倉（停）線、箕作飯山線、曽根

藤ノ木線、千国北城線、七曲西原線、古屋敷境ノ沢線、上松御岳線、信州

新中条線、美麻八坂線、信濃斑尾高原線、上松南木曽線 

 

 

 

 


